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(単位：千円）

2 1 1

10

(単位：千円）

2 1 9

18

根拠法令

区分 金額
県 広域バス路線維持費補助金 3,966 負担金補助 54,003

45,529

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　路線バスの運行を維持するために補助を行い、地域
住民の生活交通手段を確保する。

【補正の理由】
　路線バスの利用実績に応じた補助金を交付するた
め、予算を補正し対応するもの。

【内容】
　補助金（3事業者）　54,003千円

財源 財源名 金額

54,003 218,451 8,474生活路線運行対策事業 交通政策課 総務費 総務管理費 企画費 164,448

県 市町村内バス等支援補助金 4,508 及び交付金

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

防災資機材緊急整備事業 防災安全課 総務費 総務管理費 一般管理費

付金

区分 金額
国 新しい地方経済・生活環境創生交 5,432 需用費 10,864

補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

5,432

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　災害時の避難所環境整備として、高齢者や障がい者
などの要配慮者への対応を想定した資機材を配備す
る。

【補正の理由】
　国の補正予算を活用し、災害時の避難所環境整備を
進めるため、予算を計上し対応するもの。

【内容】
　簡易ベッド　　　　　　　120台　　4,343千円
　テント式パーテーション　240張　　6,521千円

財源 財源名 金額

10,864 10,864 5,432
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(単位：千円）

3 1 1

19

(単位：千円）

3 1 3

19

根拠法令 障害者総合支援法

区分 金額
国 障害者自立支援給付費負担金 33,557 扶助費 67,114

16,779

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　障害者総合支援法に基づき、障がい者に対し居宅に
おいて日常生活を営むことができるよう各種サービス
の給付を行う。

【補正の理由】
　利用実績見込みにより、予算を補正し対応するも
の。

【内容】
　デイサービス給付費　13,000千円
　共同生活給付費　　　54,114千円

財源 財源名 金額

67,114 2,313,595 33,557 16,778
自立支援給付事業（介護
給付）

障がい者支
援課

民生費 社会福祉費
障がい者福
祉費

2,246,481

県 障害者自立支援給付費負担金 16,778

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

金額
国 物価高騰対応重点支援地方創生臨 △ 364,250 扶助費 △ 364,250

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
 電力・ガス・食料品等価格高騰に直面する低所得世
帯、また低所得世帯のうち子育て世帯の児童を対象と
して、一時金を支給する。

支給対象
　①新たな令和6年度住民税非課税世帯及び住民税
　　均等割のみ課税世帯
　②①への加算として、18歳以下の児童を扶養する
　　世帯

給付額
　①1世帯当たり10万円
　②児童1人当たり5万円

【補正の理由】
　当該事業の支給実績により、不用額が生じるため、
予算を減額補正し対応するもの。

【内容】
　減額補正額　△364,250千円

財源 財源名 金額

△ 364,250 195,292 △ 364,250福祉政策課 民生費 社会福祉費
社会福祉総
務費

559,542

時交付金

区分

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計事業名

電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金事業
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(単位：千円）

3 1 3

19

(単位：千円）

3 1 3

19

根拠法令 障害者総合支援法

区分 金額
国 障害者自立支援給付費負担金 98,275 扶助費 196,550

49,137

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　障害福祉サービス事業所等に入所又は通所している
障がい者等について、支給決定の範囲内で訓練等給付
を行う。

【補正の理由】
　利用実績見込みにより、予算を補正し対応するも
の。

【内容】
　就労継続支援B型給付費　140,700千円
　就労定着支援給付費　　　　 650千円
　施設入所支援給付費　　　49,000千円
　特定障害者特別給付費　　 6,200千円

財源 財源名 金額

196,550 2,033,835 98,275 49,138
自立支援給付事業（訓練
等給付）

障がい者支
援課

民生費 社会福祉費
障がい者福
祉費

1,837,285

県 障害者自立支援給付費負担金 49,138

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令 障害者総合支援法

区分 金額
国 障害者医療費負担金 14,000 扶助費 28,000

7,000

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　都道府県知事が指定する医療機関において、身体の
障害の除去・軽減することを目的とした医療に対し、
その費用の全額あるいは一部を給付する。

【補正の理由】
　利用実績見込みにより、予算を補正し対応するも
の。

【内容】
　更生医療扶助費　28,000千円

財源 財源名 金額

28,000 235,022 14,000 7,000
自立支援医療費等給付事
業

障がい者支
援課

民生費 社会福祉費
障がい者福
祉費

207,022

県 障害者医療費負担金 7,000

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
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(単位：千円）

3 2 1

19

(単位：千円）

3 2 3

19

根拠法令 子ども・子育て支援法   

区分 金額
国 子どものための教育・保育給付交 90,000 扶助費 180,000

負担金

45,000

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　教育・保育に要する経費について、認定こども園等
を利用した保護者に支給すべき給付費を、各施設等に
支払う。

【補正の理由】
　人事院勧告等を反映した特定教育・保育に必要な費
用（公定価格）の改定により、給付費の増額が見込ま
れるため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
　施設型給付費（認定こども園等28園分）
　　　　180,000千円

財源 財源名 金額

180,000 3,471,827 90,000 45,000
子どものための教育・保
育給付事業

こども支援
課

民生費 児童福祉費
子ども・子
育て支援費

3,291,827

付金
県 子どものための教育・保育給付費 45,000

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令 児童福祉法   

区分 金額
国 障害児通所給付費等負担金 1,050 扶助費 2,100

525

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　障がい児が身近な地域で支援を受けることができる
よう、児童福祉法に基づき各種給付を行う。

【補正の理由】
　利用実績見込みにより、予算を補正し対応するも
の。

【内容】
　障害児相談支援給付費　2,100千円

財源 財源名 金額

2,100 776,748 1,050 525障がい児通所等給付事業
障がい者支
援課

民生費 児童福祉費
児童福祉総
務費

774,648

県 障害児通所給付費等負担金 525

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
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(単位：千円）

3 2 3

12

(単位：千円）

4 1 3

12

根拠法令 予防接種法

区分 金額
諸収入 新型コロナウイルスワクチン接種 △ 6,272 委託料 △ 60,588

助成金

△ 21,448

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　新型コロナウイルス感染症の重症化を防ぐため、高
齢者を対象に新型コロナワクチン定期接種を実施す
る。

【補正の理由】
　接種の実績見込みにより不用額が生じるため、予算
を減額補正し対応するもの。

【内容】
　接種見込者数
　　当初見込み　24,200人（接種率　55％）
　　実績見込み　20,240人（接種率　46％）

　

財源 財源名 金額

△ 60,588 317,762 △ 39,140
新型コロナワクチン接種
事業

健康対策課 衛生費 保健衛生費 予防費 378,350

負担金
諸収入 新型コロナウイルスワクチン接種 △ 32,868

根拠法令 児童福祉法

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

区分 金額
地方債 児童福祉施設整備事業 △ 9,600 委託料 △ 9,600

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　崎津保育園と小鳩保育園の統合建替えを行う。

【補正の理由】
　義務教育学校の開校時期の遅れに伴い、同一敷地内
に併設する統合建替園の建築実施設計業務について、
令和8年度に実施を延期したことにより不用額が生じる
ことから、予算を減額補正し対応するもの。

【内容】
　建築実施設計業務委託　△9,600千円

財源 財源名 金額

△ 9,600 11,635 △ 9,600
崎津・小鳩保育園整備事
業

こども政策
課

民生費 児童福祉費
子ども・子
育て支援費

21,235

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
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(単位：千円）

6 1 3

18

(単位：千円）

6 3 2

18

根拠法令

区分 金額
  負担金補助 75

75

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
  漁業者等が行う多面的機能の効果的・効率的な発揮
に資する地域の取組（海藻の種苗投入・食害生物の除
去）を国県と協調して支援する。

【補正の理由】
　国の補正予算（第1号）により、本事業の進捗を図る
ため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
　淀江地区藻場保全活動組織に対する活動経費の補助
　総事業費　496千円
　負担割合　国7/10、県1.5/10、市1.5/10
　本市負担額　75千円

財源 財源名 金額

75 150
水産多面的機能発揮対策
事業

水産振興室
農林水産業
費

水産業費
水産業振興
費

75

及び交付金

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

区分 金額
県 新基本計画実装・農業構造転換支 73,604 負担金補助 76,924

  
  

3,320

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　老朽化が進む穀類乾燥調製貯蔵施設や集出荷貯蔵施
設等の地域農業を支える共同利用施設の再編集約・合
理化に資する取組を支援する。

【補正の理由】
　国の補正予算（第1号）により、大豆の生産基盤の強
化に取り組む事業者を支援するため、予算を計上し対
応するもの。

【内容】
　大豆乾燥調製施設の更新
　　事業実施主体　鳥取県西部農業協同組合
　　事業費　122,675千円
　　補助率　2/3（国55％、県5％）
　　市　事業費の2/3から国県の補助額を減じた額につ
　　　　いて、県西部8市町村が大豆作付面積割合に応
　　　　じて支援（本市負担率40.6％）

財源 財源名 金額

76,924 76,924 73,604
新基本計画実装・農業構
造転換支援事業

農林課
農林水産業
費

農業費 農業振興費

 援事業費補助金 及び交付金
  

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

7



(単位：千円）

8 4 1

20

(単位：千円）

10 1 2

12

根拠法令 学校教育法

区分 金額
地方債 学校教育施設等整備事業 △ 72,800 委託料 △ 72,800

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　美保中学校区において、義務教育学校を整備する。

【補正の理由】
　義務教育学校の開校時期の遅れに伴い、建築実施設
計業務について令和8年度に実施を延期したことにより
不用額が生じることから、予算を減額補正し対応する
もの。

【内容】
　建築実施設計業務委託　△72,800千円

財源 財源名 金額

△ 72,800 122,757 △ 72,800義務教育学校整備事業
こども政策
課

教育費 教育総務費 事務局費 195,557

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

区分 金額
  貸付金 62,196

62,196

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　市営駐車場及び駐輪場の円滑な運営を図るため、駐
車場事業特別会計の駐車場事業累積赤字の一部及び駐
輪場事業単年度赤字に対して貸付金を支出する。

【補正の理由】
　駐車場事業特別会計の健全な経営に資するため、予
算を補正し対応するもの。

【内容】
　　駐車場事業（累積赤字分の一部）　　48,900千円
　　駐輪場事業（単年度赤字分）　　　　13,296千円

財源 財源名 金額

62,196 73,633
駐車場事業特別会計貸付
金

建設企画課 土木費 都市計画費
都市計画総
務費

11,437

  

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
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(単位：千円）

10 2 2

19

(単位：千円）

10 2 3

12
13

14
18

根拠法令

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 15,687 委託料 86

及び交付金

工事請負費 161,620
負担金補助 30

1,936

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　児童等の安全安心を確保し、教育環境の改善を図る
ため、小学校施設の長寿命化改修工事を行う。

【補正の理由】
　国の補正予算により本事業の進捗を図るため、予算
を計上し対応するもの。

【内容】
　加茂小学校校舎長寿命化改修工事（Ⅰ期）
　（内訳）
　　改修工事費　　　　　　　　161,620千円
　　仮設トイレ賃貸借料　　　　  1,787千円
　　仮設トイレ清掃委託料　　　     86千円
　　電気工事に伴う中電諸工料　     30千円

財源 財源名 金額

163,523 163,523 15,687 145,900小学校長寿命化改修事業
こども施設
課

教育費 小学校費 学校建設費

地方債 学校教育施設等整備事業 145,900 使用料及び 1,787
賃借料

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令 学校教育法

区分 金額
  扶助費 △ 5,900

  

△ 5,900

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対
し、義務教育を受けるために必要な経費を援助する。

【補正の理由】
　生活保護基準改定に合わせた就学援助認定基準の見
直しに伴い、認定者数の減により不用額が発生するた
め、予算を減額補正し対応するもの。

【内容】
　学用品費、新入学準備金（新入学用品費）、
　修学旅行費等の支給額の減　△5,900千円

財源 財源名 金額

△ 5,900 41,566
準要保護児童就学援助事
業（小学校）

こども支援
課

教育費 小学校費 教育振興費 47,466

  
  

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

9



(単位：千円）

10 2 3

12
17

(単位：千円）

10 2 3

12
13

14

根拠法令

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 37,880 委託料 2,156

工事請負費 190,000

4,685

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　児童等の教育環境の改善を図るため、小学校施設に
おけるトイレ整備を行う。

【補正の理由】
　国の補正予算により本事業の進捗を図るため、予算
を計上し対応するもの。

【内容】
　トイレの便器洋式化、床乾式化等整備等
　実施予定校　明道小、箕蚊屋小
　（内訳）
　　トイレ整備工事費　　　190,000千円
　　仮設トイレ賃貸借料　　  4,409千円
　　仮設トイレ清掃委託料　    256千円
　　アスベスト調査委託料　  1,900千円

財源 財源名 金額

196,565 196,565 37,880 154,000小学校トイレ整備事業
こども施設
課

教育費 小学校費 学校建設費

地方債 学校教育施設等整備事業 154,000 使用料及び 4,409
賃借料

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 8,610 委託料 26,718

1,908

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　校庭への芝生の敷設・芝生の維持管理・芝生化した
校庭の利活用を包括的に委託し、子どもたちが健やか
に育つための環境整備を行う。

【補正の理由】
　国の補正予算により本事業の進捗を図るため、予算
を計上し対応するもの。

【内容】
　小学校2校の校庭芝生化
　実施予定校　箕蚊屋小、車尾小
　（内訳）
　　芝生化事業委託料　　　26,718千円
　　ロボット芝刈機購入費　 2,000千円

財源 財源名 金額

28,718 28,718 8,610 17,200 1,000学校校庭芝生化事業
こども施設
課

教育費 小学校費 学校建設費

寄附金 企業版ふるさと納税寄附金 1,000 備品購入費 2,000
地方債 学校教育施設等整備事業 17,200

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

10



(単位：千円）

10 2 3

12

(単位：千円）

10 3 2

19

根拠法令 学校教育法

区分 金額
  扶助費 △ 9,100

△ 9,100

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　経済的理由により就学が困難な生徒の保護者に対
し、義務教育を受けるために必要な経費を援助する。

【補正の理由】
　生活保護基準改定に合わせた就学援助認定基準の見
直しに伴い、認定者数の減により不用額が発生するた
め、予算を減額し対応するもの。

【内容】
　学用品費、新入学準備金（新入学用品費）、
　修学旅行費等の支給額の減　△9,100千円

財源 財源名 金額

△ 9,100 48,892
準要保護生徒就学援助事
業（中学校）

こども支援
課

教育費 中学校費 教育振興費 57,992

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 50,820 委託料 168,371

51

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　令和7年度から令和8年度にかけて、市内小学校の校
舎及び屋内運動場のLED化されていない照明をLED照明
に更新する。

【補正の理由】
　国の補正予算により本事業の進捗を図るため、予算
を計上し対応するもの。

【内容】
　照明LED化業務委託料　168,371千円
　（R7実施予定校）
　　明道小、就将小、車尾小、福米東小、福生西小、
　　加茂小、尚徳小、成実小、伯仙小、淀江小

財源 財源名 金額

168,371 168,371 50,820 117,500
小学校施設照明ＬＥＤ化
事業

こども施設
課

教育費 小学校費 学校建設費

地方債 学校教育施設等整備事業 117,500

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

11



(単位：千円）

10 3 3

12

(単位：千円）

10 3 3

12
13

14

根拠法令

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 13,202 委託料 1,178

工事請負費 66,000

1,963

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　生徒等の教育環境の改善を図るため、中学校施設に
おけるトイレ整備を行う。

【補正の理由】
　国の補正予算により本事業の進捗を図るため、予算
を計上し対応するもの。

【内容】
　トイレの便器洋式化、床乾式化等整備
　実施予定校　尚徳中
　（内訳）
　　トイレ整備工事費　　　66,000千円
　　仮設トイレ賃貸借料　　 1,787千円
　　仮設トイレ清掃委託料　    78千円
　　アスベスト調査委託料　 1,100千円

財源 財源名 金額

68,965 68,965 13,202 53,800中学校トイレ整備事業
こども施設
課

教育費 中学校費 学校建設費

地方債 学校教育施設等整備事業 53,800 使用料及び 1,787
賃借料

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 24,830 委託料 81,673

43

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　令和7年度から令和8年度にかけて、市内中学校の校
舎及び屋内運動場のLED化されていない照明をLED照明
に更新する。

【補正の理由】
　国の補正予算により本事業の進捗を図るため、予算
を計上し対応するもの。

【内容】
　照明LED化業務委託料　81,673千円
　（R7実施予定校）
　　福米中、後藤ヶ丘中、尚徳中、加茂中

財源 財源名 金額

81,673 81,673 24,830 56,800
中学校施設照明ＬＥＤ化
事業

こども施設
課

教育費 中学校費 学校建設費

地方債 学校教育施設等整備事業 56,800

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
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(単位：千円）

10 5 1

19

(単位：千円）

7 1 1

24

根拠法令 学校教育法

区分 金額
  扶助費 △ 22,000

△ 22,000

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　準要保護児童生徒の保護者に対し、学校給食費とし
て徴収される実費の一部を助成する。
（7割助成、3割保護者負担）

【補正の理由】
　生活保護基準改定に合わせた就学援助認定基準の見
直しに伴い、認定者数の減により不用額が発生するた
め、予算を減額し対応するもの。

【内容】
　学校給食費に係る支給額の減　△22,000千円

財源 財源名 金額

△ 22,000 85,610
準要保護児童生徒給食扶
助費

こども支援
課

教育費 保健体育費
保健体育総
務費

107,610

  

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

国民健康保険基金積立金【国民
健康保険事業特別会計】

保険年金課
基金積立
金

基金積立金
国民健康保険
基金積立金

1 222,500 222,501 222,500

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
 国民健康保険事業特別会計における令和5年度決算余
剰金の一部を基金に積み立てる。

【補正の理由】
 令和5年度決算余剰金について、基金への積立てを行
うため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
　令和5年度歳入額　　　　 　　 　 13,829,784千円
　令和5年度歳出額　　　　 　　 　 13,384,782千円
　決算収支差　　　　　　　　　　　   445,002千円
　令和5年度決算額の2分の1相当額      222,500千円
　令和5年度末基金残高　　　　　　      1,942千円

財源 財源名 金額 区分 金額
積立金 222,500

根拠法令

13


